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平成２７年度 事業報告 
 

自 平成２７年４月 １日 

至 平成２８年３月３１日 

 

Ⅰ．公益目的事業の実施 

 

ⅰ．宅地建物取引業に係る取引に関する紛争を解決する事業 

 

○苦情の解決業務 

 

（１）宅地建物取引業法第６４条の３第１項第１号に基づく「苦情解決業務」を次のとおり適正かつ

確実に実施した。 

地方本部取引相談委員会で対応した平成２７年度における地方本部別・原因別苦情処理状況は、

表－１号【２頁】のとおりである。 

苦情受付件数は、『売買に係る苦情受付』１５６件、『媒介・代理に係る苦情受付』１１０件、

合計２６６件であり、このうち、解決件数は１３３件、調停中は１３３件となり、解決率は５０％

であった。 

なお、前年度と比較すると、苦情受付件数は１４件減少し、解決率は０．４ポイント増加した。 

また、平成２７年度に苦情の申出を受付けた地方本部は３２地方本部であり、前年度と同様で

あった。 

 

（２）（公社）全日本不動産協会との共催により、不動産取引に係る苦情処理、不動産無料相談を担

当する者を対象に、その業務に必要な専門知識の習熟及び指導者育成を図るため、「取引・苦情

処理業務指導者研修会」を地区単位で実施した。実施状況は表－２号【３頁】のとおりである。 

 

○弁済業務 

 

１．弁済業務保証金の供託に関する事項 

 

弁済業務保証金は宅地建物取引業法第６４条の７に基づいて、次のとおり東京法務局に供託した。 

 

 （１）平成２７年度の供託額は、2,272,521,659円である。 

供託額の内訳は次のとおりである。 

 

主たる事務所        1,911ヶ所        1,146,600,000円 

（内訳 新 規          1,826ヶ所 

       継 続                 85ヶ所) 

従たる事務所           479ヶ所     143,700,000円 

        （内訳 新 規           476ヶ所 

       継 続            3ヶ所) 

         認証不足額供託            12回           182,221,659円 

差替供託             1回         800,000,000円 

 

     供託一覧表は、表－３号【４頁】のとおりである。 

 

 

 （２）平成２８年３月末日現在の供託金残高は、18,570,925,184円である。 

内   訳  国  債（額 面） 17,248,400,000円 

      現  金       1,322,525,184円  

公益社団法人 不動産保証協会 
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表－１号 

平成２７年度 地方本部別 原因別苦情処理表 
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北 海 道 1 1 1 0 1 1
青 森 県 0 0
岩 手 県 0 0
宮 城 県 4 5 1 6 16 10 6 1 3 11 9 2
秋 田 県 0 0
山 形 県 0 0
福 島 県 1 1 3 3 0 1 1 1
茨 城 県 0 0
栃 木 県 1 1 2 0 2 0
群 馬 県 1 1 0 0
埼 玉 県 1 1 4 1 3 1 1 1
千 葉 県 3 6 2 1 2 14 3 11 3 0 3
東 京 都 6 2 1 1 4 2 11 13 62 31 31 6 1 22 6 16
神奈川県 1 1 2 2 0 0
山 梨 県 1 1 0 1 2 1 1
新 潟 県 0 1 3 3 0
富 山 県 1 1 1 0 1 2 1 1
長 野 県 1 1 1 2 5 3 2 3 2 7 3 4
石 川 県 0 0
福 井 県 0 0
岐 阜 県 0 0
静 岡 県 1 1 1 4 3 1
愛 知 県 1 0 1 0
三 重 県 1 1 1 1 10 0 10
滋 賀 県 0 0
京 都 府 1 2 2 5 5 1 3 0 3
大 阪 府 1 1 1 6 2 14 4 10 6 4 2
兵 庫 県 0 6 0 6
奈 良 県 1 1 2 0 2
和歌山県 0 2 1 1
鳥 取 県 0 0
島 根 県 0 0
岡 山 県 2 2 2 0
広 島 県 0 0
山 口 県 0 1 1
徳 島 県 1 1 2 2 1 1
香 川 県 2 2 1 5 4 1 2 6 6 0
愛 媛 県 1 1 2 2 5 6 6 0
高 知 県 0 0
福 岡 県 1 1 2 1 1 0
佐 賀 県 1 2 1 1 1 1
長 崎 県 1 1 1 0
熊 本 県 0 0
大 分 県 2 2 0 2 2 0
宮 崎 県 0 0
鹿児島県 2 3 3 0 3 6 6 0
沖 縄 県 1 1 10

4 156 76 80

0
合 計 23 0 11 2 6 110 572 53

合　　　　　計

苦情受付件数 解 決 件 数 調　　停　　中

29 32 2714 4

266 133 133
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表－２号 

平成２７年度 取引・苦情処理業務指導者研修会 実施状況表 
【敬称略】 

地 区 日時及び会場 講  師 演習テーマ 講演テーマ 受講者数 

北海道地区 

東北地区 

合同 

平成27年10月8日(木) 

14：00～18：00 

北海道札幌市 

札幌プリンスホテル 

札幌・石川法律事務所 

弁護士 石川和弘 
苦情処理事例研究 

認証裁判事例に

ついて 
52名 

関東地区 

平成28年2月12日(金) 

13：30～17：30 

東京都千代田区 

グランドアーク半蔵門 

今井法律事務所 

弁護士 今井克治 
苦情処理事例研究 

認証裁判事例に

ついて 
74名 

中部・北陸 

地区 

平成27年11月26日(木) 

13：30～17：30 

岐阜県岐阜市 

ホテルグランヴェール岐山 

古田・竹中法律事務所 

弁護士 竹中雅史 
苦情処理事例研究 

認証裁判事例に

ついて 
62名 

近畿地区 

平成27年11月27日（金） 

13：30～17：30 

大阪府大阪市 

ホテルモントレグラスミア

大阪 

渡邊・玉村法律事務所 

弁護士 玉村 匡 
苦情処理事例研究 

認証裁判事例に

ついて 
68名 

中国地区 

平成27年11月5日(木) 

13：30～17：30 

岡山県岡山市 

岡山プラザホテル 

平松・木津法律事務所 

弁護士 平松敏男 
苦情処理事例研究 

認証裁判事例に

ついて 
33名 

四国地区 

平成27年11月25日(水) 

13：30～17：30 

愛媛県松山市 

ホテルJALCITY松山 

田所法律事務所 

弁護士 重松大輔 
苦情処理事例研究 

認証裁判事例に

ついて 
25名 

九州・沖縄 

地区 

平成27年11月26日(木) 

13：30～17：30 

熊本県熊本市 

ホテルニューオータニ熊本 

河津法律事務所 

弁護士 河津典和 
苦情処理事例研究 

認証裁判事例に

ついて 
70名 

 

  ◎研修形式：一部 保証協会役員による講演「保証協会の業務と現況について」 

           総本部求償委員会による講演「求償業務について」 

 

◎受講対象者：（全日）無料相談委員 （保証）取引相談委員 副管理役 

         （全日・保証）本部長 事務局担当者 
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表－３号 

平成２７年度 弁済業務保証金供託一覧表 

 

(単位:円)

供　託 認証不足額
年月日 社数 金　額 所数 金　額 供　　　　託

H27.4.2 46 27,600,000 4 1,200,000 28,800,000

H27.4.9 35 21,000,000 16 4,800,000 25,800,000

H27.4.16 22 13,200,000 7 2,100,000 15,141,400 30,441,400

H27.4.23 36 21,600,000 4 1,200,000 22,800,000

H27.4.30 44 26,400,000 7 2,100,000 28,500,000

H27.5.14 69 41,400,000 16 4,800,000 46,200,000

H27.5.21 31 18,600,000 7 2,100,000 35,240,000 55,940,000

H27.5.28 31 18,600,000 7 2,100,000 20,700,000

H27.6.4 79 47,400,000 10 3,000,000 50,400,000

H27.6.11 27 16,200,000 9 2,700,000 7,452,979 26,352,979

H27.6.18 44 26,400,000 12 3,600,000 30,000,000

H27.6.24 29 17,400,000 10 3,000,000 20,400,000

H27.7.2 37 22,200,000 7 2,100,000 24,300,000

H27.7.9 54 32,400,000 14 4,200,000 34,279,702 70,879,702

H27.7.16 44 26,400,000 9 2,700,000 29,100,000

H27.7.23 21 12,600,000 5 1,500,000 14,100,000

H27.7.30 34 20,400,000 4 1,200,000 21,600,000

H27.8.6 88 52,800,000 25 7,500,000 60,300,000

H27.8.13 30 18,000,000 4 1,200,000 1,289,225 20,489,225

H27.8.20 12 7,200,000 53 15,900,000 23,100,000

H27.8.27 51 30,600,000 10 3,000,000 33,600,000

H27.9.3 43 25,800,000 11 3,300,000 29,100,000

H27.9.10 26 15,600,000 6 1,800,000 11,685,234 29,085,234

H27.9.17 34 20,400,000 17 5,100,000 25,500,000

H27.10.1 44 26,400,000 8 2,400,000 28,800,000

H27.10.8 51 30,600,000 17 5,100,000 35,700,000

H27.10.15 28 16,800,000 4 1,200,000 10,000,000 28,000,000

H27.10.22 38 22,800,000 14 4,200,000 27,000,000

H27.10.28 24 14,400,000 21 6,300,000 20,700,000

H27.11.6 46 27,600,000 10 3,000,000 30,600,000

H27.11.12 22 13,200,000 9 2,700,000 15,900,000

H27.11.19 26 15,600,000 3 900,000 16,490,696 32,990,696

H27.11.26 30 18,000,000 15 4,500,000 22,500,000

H27.12.3 70 42,000,000 10 3,000,000 45,000,000

H27.12.10 32 19,200,000 9 2,700,000 21,900,000

H27.12.17 42 25,200,000 9 2,700,000 15,000,000 42,900,000

H27.12.24 27 16,200,000 11 3,300,000 19,500,000

H28.1.14 67 40,200,000 10 3,000,000 21,258,823 800,000,000 864,458,823

H28.1.21 33 19,800,000 4 1,200,000 21,000,000

H28.1.28 37 22,200,000 4 1,200,000 23,400,000

H28.2.4 63 37,800,000 6 1,800,000 39,600,000

H28.2.12 27 16,200,000 3 900,000 17,100,000

H28.2.18 37 22,200,000 3 900,000 10,000,000 33,100,000

H28.2.25 28 16,800,000 6 1,800,000 18,600,000

H28.3.3 41 24,600,000 8 2,400,000 27,000,000

H28.3.10 32 19,200,000 9 2,700,000 4,383,600 26,283,600

H28.3.17 35 21,000,000 2 600,000 21,600,000

H28.3.24 38 22,800,000 6 1,800,000 24,600,000

H28.3.31 26 15,600,000 4 1,200,000 16,800,000

合　計 1,911 1,146,600,000 479 143,700,000 182,221,659 800,000,000 2,272,521,659

主たる事務所 従たる事務所
差替供託 合　　計
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２．弁済業務保証金の還付等に関する事項 
 

宅地建物取引業法第６４条の３第１項第３号に基づく「弁済業務」を次のとおり実施した。 

（１）平成２７年度の認証件数及び認証額は３０社４６件、１２９，６５２，７５９円であり、前年

度と比較すると２４，４１６，３９６円の減少となった。また、平成２７年度における一会員あ

たりの認証額は約４,５６９円となった。これは、前年度よりも１,０１２円の減少となっている。 

   認証事案に係る申出債権額は１７６，８０１，７４４円であり、当該債権額に対する認証率は

約７３％であった。 

①  認証事務の処理にあたっては、該当地方本部より上申された案件について、弁済委員会と

して厳正かつ、迅速な処理に努めた。なお、平成２７年度では計１０回の弁済委員会を開催

した。 

②  認証審査にあたっては、弁護士等の専門家による適切な関与を図り、適宜必要な助言を求

めるなど、厳正かつ慎重審議に努めた。 

③  認証審査の適正な実施に努めるため、認証審査案件に係る取引関係者への必要な調査・確

認等、地方本部取引相談委員会との連携を図った。 

④  認証結果は、該当地方本部を通じて、速やかに申出人に通知した。 

 

（２）北海道・東北地区協議会に所属する地方本部を対象として、苦情処理実務及び認証事務の向上、

知識の習熟を目的とした弁済研修会を実施した。（平成 27年 10月 7日・北海道・東北地区）   

 

（３）苦情の解決及び認証事務の運用上の課題等について調整を図り、認証事務の円滑な運営を図る

ため、該当地方本部の苦情解決業務担当者を対象として、認証事務勉強会を実施した。（平成 28

年 3月 25日・香川県本部） 

 

（４）取引紛争を未然防止する観点から、弁済業務の現況について、保証協会ホームページ内、会員

専用サイト上に認証案件の概要等の掲載を行った。 

 

（５）平成２７年度における認証関係の状況について 

認証の状況推移     表－３号【７頁】  認証債権分類  表－６号【９頁】 

開催日別認証明細    表－４号【８頁】  地方本部別認証明細 表－７号【９頁】 

弁済業務保証金還付状況 表－５号【８頁】 
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（６）認証会員の免許更新番号別による分類は、次のとおりである。 

平成２７年度において弁済事故を起こした会員数は３０社であり、前年度と比較すると１３社

の減少となっている。なお、弁済事故会員３０社のうち、免許証番号(１)並びに免許証番号(２)

の業歴の浅いないしは比較的浅い会員の占める割合は約５３％を占め、これに免許証番号(３)、

（４）の中堅業者も含めると全体の７３％に上った。 

また、業歴の長い会員による取引事故も認められた。 

 

平成２７年度 認証会員の免許証番号別分類(３０社中) 

内   容 会員社数 割合（％） 内   容 会員社数 割合（％） 

免許証番号（１）   １０   33.3% 免許証番号（６）    ２    6.7% 

免許証番号（２）    ６   20.0% 免許証番号（７）    ２    6.7% 

免許証番号（３）    ３ 10.0% 免許証番号（８）    １    3.3% 

免許証番号（４）    ３   10.0% 免許証番号（９）    ０     

免許証番号（５）    ２    6.7% 免許証番号（10）    １    3.3% 
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表－３号 

年度別認証状況推移表 

 

21 社 32 件 1 社 1 件 3 社 4 件 1 社 1 件 2 社 2 件 1 社 1 件 2 社 2 件 2 社 2 件 33 社 45 件

3 社 3 件 1 社 1 件 4 社 4 件

1 社 2 件 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1 社 2 件

15 社 25 件 1 社 1 件 1 社 1 件 17 社 27 件

2 社 2 件 2 社 2 件

1 社 1 件 1 社 1 件 2 社 2 件

2 社 2 件 1 社 11 件 3 社 13 件

3 社 7 件 1 社 1 件 2 社 2 件 1 社 1 件 7 社 11 件

77 社 125 件 2 社 2 件 2 社 4 件 2 社 2 件 4 社 5 件 1 社 2 件 3 社 3 件 1 社 2 件 1 社 1 件 93 社 146 件

44 社 63 件 2 社 4 件 2 社 3 件 9 社 18 件 4 社 5 件 2 社 2 件 3 社 4 件 4 社 4 件 2 社 5 件 72 社 108 件

217 社 455 件 14 社 47 件 16 社 23 件 20 社 28 件 21 社 28 件 17 社 22 件 20 社 31 件 30 社 45 件 23 社 29 件 19 社 33 件 397 社 741 件

80 社 146 件 3 社 3 件 9 社 9 件 3 社 3 件 9 社 11 件 3 社 3 件 4 社 4 件 4 社 7 件 1 社 1 件 116 社 187 件

1 社 1 件 1 社 1 件

1 社 1 件 1 社 1 件 2 社 2 件

12 社 15 件 2 社 2 件 1 社 1 件 1 社 1 件 1 社 2 件 17 社 21 件

4 社 5 件 4 社 5 件

27 社 41 件 2 社 3 件 1 社 1 件 1 社 1 件 1 社 1 件 1 社 1 件 1 社 1 件 2 社 3 件 36 社 52 件

12 社 13 件 1 社 1 件 6 社 6 件 4 社 5 件 2 社 4 件 3 社 3 件 28 社 32 件

1 社 1 件 1 社 1 件 1 社 7 件 3 社 9 件

6 社 9 件 4 社 7 件 　 　 　 　 　 　 　 　 10 社 16 件

14 社 108 件 1 社 2 件 3 社 5 件 4 社 4 件 1 社 1 件 3 社 3 件 2 社 2 件 1 社 4 件 1 社 1 件 30 社 130 件

160 社 367 件 11 社 15 件 7 社 10 件 15 社 19 件 13 社 14 件 6 社 8 件 11 社 14 件 11 社 13 件 4 社 4 件 3 社 3 件 241 社 467 件

18 社 49 件 1 社 1 件 5 社 7 件 2 社 2 件 1 社 2 件 　 　 　 　 27 社 61 件

19 社 47 件 1 社 1 件 1 社 1 件 1 社 1 件 1 社 1 件 2 社 2 件 1 社 2 件 4 社 4 件 1 社 1 件 1 社 1 件 32 社 61 件

1 社 1 件 1 社 1 件

1 社 1 件 1 社 1 件

2 社 8 件 1 社 1 件 3 社 9 件

1 社 1 件 1 社 1 件 1 社 1 件 3 社 3 件

4 社 4 件 1 社 1 件 1 社 1 件 6 社 6 件

3 社 5 件 1 社 1 件 4 社 6 件

1 社 1 件 1 社 1 件

4 社 5 件 1 社 1 件 1 社 3 件 6 社 9 件

9 社 9 件 2 社 4 件 11 社 13 件

4 社 7 件 4 社 7 件

15 社 27 件 1 社 1 件 1 社 2 件 2 社 2 件 1 社 1 件 1 社 2 件 1 社 1 件 22 社 36 件

2 社 3 件 2 社 3 件

7 社 9 件 1 社 2 件 2 社 2 件 1 社 1 件 　 　 　 　 　 　 1 社 1 件 12 社 15 件

6 社 12 件 1 社 2 件 1 社 1 件 8 社 15 件

2 社 7 件 1 社 1 件 2 社 5 件 1 社 1 件 6 社 14 件

6 社 8 件 6 社 8 件

3 社 7 件 1 社 1 件 1 社 1 件 5 社 9 件

社 件 社 件 社 件 社 件 社 件 1 社 2 件 1 社 2 件

811 社 1633 件 44 社 87 件 48 社 63 件 75 社 110 件 62 社 77 件 52 社 64 件 55 社 79 件 61 社 86 件 43 社 59 件 30 社 46 件 1281 社 2304 件

認　　 証
申出件数

※同一社員に対する認証が、多年度で発生したものについては１社として計算。

77 104 74 54 2,731

129,652,759 5,445,332,911

1959 92 76 123 97 75

273,912,945 210,760,286 150,776,977 186,522,450 240,512,440 154,069,155

2,000,000

合　計
3,760,955,073 148,462,684 189,708,142

沖 縄 県
2,000,000

18,416,272
鹿児島県

14,466,667 1,709,605 2,240,000

24,670,000

41,420,000

宮 崎 県
24,670,000

15,000,000 6,700,000 3,000,000

600,000 38,073,954

大 分 県
16,720,000

熊 本 県
31,973,954 5,500,000

10,000,000 52,880,069
長 崎 県

23,306,920 1,700,000 17,500,000 373,149

12,615,500

500,000 117,549,996

佐 賀 県
12,615,500

1,194,083 6,000,000 5,500,000 600,000

11,211,800

福 岡 県
88,755,913 15,000,000

高 知 県
11,211,800

61,243,000

32,888,840

愛 媛 県
45,243,000 16,000,000

575,000 9,425,000

3,000,000

香 川 県
22,888,840

徳 島 県
3,000,000

22,347,000

41,550,000

山 口 県
20,947,000 1,400,000

10,000,000

23,500,000

広 島 県
30,050,000 1,500,000

岡 山 県
10,000,000 10,000,000 3,500,000

4,000,000 14,180,000

9,214,814

島 根 県
10,180,000

8,700,000

鳥 取 県
9,214,814

和歌山県
8,700,000

350,000 16,000,000 1,000,000 500,000 151,154,705
奈 良 県

110,456,982 2,500,000 10,000,000 4,000,000 1,650,000 4,697,723

1,711,250 108,918,330

997,837,072

兵 庫 県
82,040,655 440,000 18,644,072 6,082,353

28,136,257 28,863,976 40,484,986 29,244,267 13,588,737 15,495,696

1,600,000 186,134,192

大 阪 府
758,010,526 25,630,000 21,164,750 37,217,877

24,270,000 3,300,000 5,795,999 14,490,863 9,260,000

36,389,884

京 都 府
103,307,330 5,120,000 18,990,000

滋 賀 県
30,340,000 6,049,884

1,234,472 2,110,472

120,278,387

三 重 県
750,000 126,000

7,087,925 6,011,850 7,100,000

761,900 168,200,882

愛 知 県
66,948,112 215,000 32,915,500

1,206,000 1,800,000 6,500,000 526,289

14,009,420

静 岡 県
142,864,192 14,000,000 542,501

岐 阜 県
14,009,420

10,000,000 93,004,371
長 野 県

62,254,371 10,750,000 8,000,000 2,000,000

10,480,000
富 山 県

10,000,000 480,000

4,700,000
新 潟 県

4,700,000

12,517,450 12,958,953 4,707,625 3,000,000 502,962,544

1,532,440,820

神奈川県
404,167,438 2,459,000 17,317,135 7,870,406 37,964,537

67,887,100 32,985,194 69,938,667 137,924,422 100,005,871 88,495,163

274,663,180

東 京 都
861,842,262 48,775,143 67,734,911 56,852,087

44,701,301 10,114,039 835,292 2,200,000 17,550,000 5,380,150

150,000 2,300,000 383,140,929

千 葉 県
174,446,826 7,940,000 11,495,572

埼 玉 県
341,926,673 1,298,541 10,971,273 3,396,858 15,470,000 601,000 7,026,584

46,106,460
群 馬 県

24,020,000 1,631,400 10,455,060 10,000,000

24,642,256
福 島 県

18,700,000 5,942,256

1,050,000
山 形 県

690,000 360,000

8,000,000

82,937,038

秋 田 県
8,000,000

2,250,000

10,000,000

宮 城 県
70,687,038 10,000,000

岩 手 県
10,000,000

25,500,000

124,210,724

青 森 県
18,500,000 7,000,000

1,450,000 18,150,000 4,500,000 8,374,276 433,108

H２7年度 合　計

北 海 道
72,048,840 3,547,000 15,707,500

Ｓ５３～Ｈ１８年度 H1９年度 H２０年度 H２１年度 H２２年度 H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度
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表－４号 

平成２７年度 開催日別認証明細表 
                                                                                （単位：円） 

回数 弁済委員会 会員社数 件数 申 出 債 権 額 認  証  額 

１   ４月２２日 ５ ７ ２１，７４４，０４４ １３，３１９，８７９ 

２   ５月１５日 ４ ５ ３２，１１７，７６４ ２１，７１４，５２７ 

３ ７月 ７日 ６ ７ ３２，８６０，８３３ ２２，１８５，２３４ 

４   ８月２８日 ３ ４ ２４，１９０，６９６ ２０，９９０，６９６    

５ １０月 ７日 ２ ３ １３，５００，０００ １０，５００，０００ 

６ １１月１０日 ３ ３ ２２，２０４，８０７ １０，７５８，８２３ 

７ １２月１８日 ４ １４ ２４，３８３，６００ ２４，３８３，６００ 

８ ２月 ３日 １ １ ５００，０００ ５００，０００ 

９ ２月２６日 ２ ２ ５，３００，０００ ５，３００，０００ 

10 ３月２９日 ０ ０ ０ ０ 

合   計 ３０ ４６    １７６，８０１，７４４ １２９，６５２，７５９ 

※同一会員に対する認証が発生したものについては、１社として計算 

※認証申出債権額は、認証事案に係る申出額。 
 

表－５号 

平成２７年度 弁済業務保証金還付状況一覧表 
                             （単位：円） 

還付日 還付件数 還 付 額 

4 月 10 日 1  8,240,000  

4 月 17 日 4  27,000,000  

5 月 8 日 3  7,200,000  

5 月 26 日 1  252,979  

6 月 2 日 2  261,900  

6 月 9 日 4  12,805,000  

6 月 29 日 4  21,212,802  

7 月 2 日 1  501,725  

7 月 21 日 1  787,500  

8 月 14 日 5  11,685,234  

9 月 10 日 1  10,000,000  

10 月 6 日 3  6,490,696  

10 月 26 日 1  10,000,000  

11 月 2 日 1  9,000,000  

11 月 10 日 1  6,000,000  

12 月 1 日 1  500,000  

12 月 10 日 3  19,764,876  

12 月 18 日 1  510,000  

12 月 24 日 1  483,947  

1 月 25 日 1  10,000,000  

2 月 8 日 11  4,383,600  

3 月 2 日 1  124,816  

3 月 15 日 2  5,300,000  

3 月 22 日 1  500,000  

合 計 27  173,005,075  
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表－６号 

平成２７年度 認証債権分類表 

 
 

表－７号 

平成２７年度 地方本部別認証明細表 
（単位：円） 

地方本部 会員社数 件数 認  証  金  額  

埼 玉 県 １ １ ２ ， ３ ０ ０ ， ０ ０ ０  

東 京 都 １９ ３３ ８ ８ ， ４ ９ ５ ， １ ６ ３  

長 野 県 １ ２ １ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０  

静 岡 県 ２ ３ ７ ６ １ ， ９ ０ ０  

京 都 府 １ １ １ ， ６ ０ ０ ， ０ ０ ０  

大 阪 府 ３ ３ １ ５ ， ４ ９ ５ ， ６ ９ ６  

奈 良 県 １ １ ５ ０ ０ ， ０ ０ ０  

福 岡 県 １ １ ５ ０ ０ ， ０ ０ ０  

長 崎 県 １ １ １ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０  

合  計 ３０ ４６ １ ２ ９ ， ６ ５ ２ ， ７ ５ ９  

 

 

３．弁済業務保証金の取戻しに関する事項 

 

弁済業務保証金の取戻しについては、宅地建物取引業法第６４条の１１第４項の規定に基づく官

報公告を行うとともに所定の手続きを経て東京法務局より取戻しを行った。 

取戻等一覧表は表－８号【１０頁】のとおりであり、地方本部から弁済業務保証金分担金返還状

況報告書の提出を求め状況把握に努めた。主たる事務所の取戻事由分類は次のとおりである。 

 

平成２７年度 取戻事由分類 

 廃 業 消  除 他協会加入 その他 合  計 

件 数 
７９０ １４２ ７ １５７ 

１，０９６ 
(72.1%) (13.0%) (0.6%) (14.3%) 

⑴ 返還請求権

①

②

③

④

⑤

⑥

⑵ 代金等の支払請求権

⑶ 代金等の引渡請求権

⑷ 損害賠償請求権

①

②

③

④

⑸ その他

※ （内訳）の割合についても合計の件数に占める割合を表示

合計 46 100%

その他 4 9%

0 0%

瑕疵担保 3 7%

調査・説明義務違反 1 2%

その他 12 26%

11 24%

（内訳） 違約金 3 7%

不当利得金 2 4%

0 0%

2 4%

報酬 0 0%

代金全額 5 11%

賃貸借に係る金銭 4 9%

認証債権の主な分類 件数 割合

33 72%

（内訳） 手付金等 10 22%
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表－８号 

平成２７年度 弁済業務保証金取戻等一覧表 

 
  

(単位:円)

主たる事務所 従たる事務所 退会に伴う 差替供託 内　　　容

社　数 所　数 取　　　戻 取　　戻 総　合　計

4月2日 33 16 24,600,000 24,600,000

4月10日 8,240,000 8,240,000

4月17日 26 5 17,100,000 27,000,000 44,100,000

5月1日 36 16 26,400,000 26,400,000

5月8日 7,200,000 7,200,000

5月15日 53 7 33,900,000 33,900,000

5月26日 252,979 252,979

6月2日 26 12 19,200,000 261,900 19,461,900

6月9日 12,805,000 12,805,000

6月16日 48 10 31,800,000 31,800,000

6月29日 21,212,802 21,212,802

7月2日 501,725 501,725

7月9日 49 7 31,500,000 31,500,000

7月21日 787,500 787,500

7月23日 155 9 95,700,000 95,700,000

8月6日 58 10 37,800,000 37,800,000

8月14日 11,685,234 11,685,234

8月20日 41 1 24,900,000 24,900,000

9月10日 26 23 22,500,000 10,000,000 32,500,000

9月17日 72 4 44,400,000 44,400,000

10月6日 76 23 52,500,000 6,490,696 58,990,696

10月19日 67 8 42,600,000 42,600,000

10月26日 10,000,000 10,000,000

11月2日 9,000,000 9,000,000

11月10日 50 15 34,500,000 6,000,000 40,500,000

11月24日 26 2 16,200,000 16,200,000

12月1日 500,000 500,000

12月8日 23 14 18,000,000 18,000,000

12月10日 19,764,876 19,764,876

12月18日 24 5 15,900,000 510,000 16,410,000

12月24日 483,947 483,947

1月5日 33 18 25,200,000 25,200,000

1月25日 36 18 27,000,000 10,000,000 800,000,000 837,000,000

2月8日 50 11 33,300,000 4,383,600 37,683,600

2月23日 26 4 16,800,000 16,800,000

3月2日 33 11 23,100,000 124,816 23,224,816

3月15日 5,300,000 5,300,000

3月22日 29 5 18,900,000 500,000 19,400,000

合　　計 1,096 254 733,800,000 173,005,075 800,000,000 1,706,805,075

取戻月日 弁済還付金
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４．弁済業務保証金準備金に関する事項 

 

宅地建物取引業法第６４条の１２第２項の規定に基づき、準備金に繰り入れた供託金利息は、 

238,060,498円、準備金より弁済還付に係る不足額供託に充当した金額は 182,221,659円、 

平成２８年３月３１日現在の準備金残高は、3,578,447,900円であった。 

 

 

５．特別弁済業務保証金分担金の納付に関する事項 

 

宅地建物取引業法第６４条の１２第３項に該当する標記分担金は徴収していない。 

 

６．分担金返還請求権の差押に関する事項 

 

平成２７年度の弁済業務保証金分担金返還請求権に係る債権差押通知書の受理状況は、 

次のとおりである。 

なお、一般民事債権による差押は４８件であった。  

 

平成27年4月～平成28年3月 

地方本部別 分担金返還請求権差押件数 

地方本部 件数 地方本部 件数 

北海道 １５  滋賀県 ２  

青森県 ２  京都府 １４  

岩手県   大阪府 １２０  

宮城県 ３  兵庫県 ４５  

秋田県 ３  奈良県 ８  

山形県   和歌山県 ５  

福島県 １  鳥取県   

茨城県 １  島根県   

栃木県 １２  岡山県 ６  

群馬県   広島県 ８  

埼玉県 ２５  山口県   

千葉県 ２４  徳島県 １  

東京都 １８６  香川県 １  

神奈川県 ４６  愛媛県   

山梨県 ２  高知県 １  

新潟県 ２  福岡県 １６  

長野県 １  佐賀県   

富山県 ３  長崎県 ４  

石川県   熊本県 ５  

福井県 １  大分県 １  

岐阜県 ４  宮崎県 １  

静岡県 ４  鹿児島県 ２  

愛知県 １８  沖縄県 １  

三重県 ２      

合計 ５９６件 （うち、一般民事債権に伴う差押 48 件） 
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〇求償業務（還付充当金に関する事項） 

  

宅地建物取引業法第６４条の１０の規定に基づき、還付充当金納付請求等諸手続を次のとおり行

った。 

（１）求償債務者及び連帯保証人に対し、速やかに還付充当金納付請求手続きを行った。 

（２）弁済還付対象会員に対し還付充当金納付請求通知を行い、還付充当金の期限内全額納付会

員は、４社、１３，２９６，７４９円であった。 

（３）平成２７年度における求償債権の回収額は、４２，６３１，５７８円であり、弁済認証額

に対する求償債権回収率は約３２．９％であった。 

求償債権の回収状況推移表は、表－９号【１３頁】のとおりである。 

なお、認証会員のうち資格喪失者からの回収状況については、回収額（弁済業務保証金分

担金からの充当は除く）は１１，５１３，８２６円、弁済業務保証金分担金を求償債権に充

当した額は１７，８２１，００３円であり、詳細は次の表のとおりである。 

 

認証会員からの求償状況一覧 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金額(円)
認証額に
対する回
収率

金額(円)
認証額に
対する回
収率

金額(円)
認証額に
対する回
収率

金額(円)
認証額に
対する回
収率

金額(円)
認証額に
対する回
収率

金額(円)
認証額に
対する回
収率

認証額 150,776,977 － 186,522,450 － 240,512,440 － 154,069,155 － 129,652,759 － 172,306,756 －

（期限内）還付充当金納付額 10,852,050 7.2% 12,840,220 6.9% 12,447,143 5.2% 10,607,451 6.9% 13,296,749 10.3% 12,008,723 7.0%

認証会員のうち資格喪失者の
分担金相殺額

19,158,271 12.7% 14,911,074 8.0% 28,473,086 11.8% 18,320,553 11.9% 17,821,003 13.7% 19,736,797 11.5%

認証会員のうち資格喪失者か
らの回収額

20,994,089 13.9% 8,633,550 4.6% 17,845,289 7.4% 12,941,914 8.4% 11,513,826 8.9% 14,385,734 8.3%

求償債権回収計 51,004,410 33.8% 36,384,844 19.5% 58,765,518 24.4% 41,869,918 27.2% 42,631,578 32.9% 46,131,254 26.8%

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ５年間平均



 

- 13 - 

 

表－９号 

地方本部別 求償状況推移表 

 

H18～27年度

1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 2 社

7,299,124
1 社

865,000

0
1 社

3,100,000
1 社

360,000
1 社

16,000
1 社

10,000,000
2 社 1 社 1 社 1 社 2 社 3 社 2 社 3 社 2 社 2 社

3,122,890
1 社 1 社 1 社 2 社 2 社 2 社 1 社

1,827,407
5 社 4 社 4 社 4 社 8 社 8 社 6 社 6 社 13 社 16 社

79,974,951
2 社 2 社 2 社 2 社 3 社 5 社 3 社 2 社 2 社

15,530,146
1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 1 社

606,127

233,028

0
1 社

2,100,000
1 社 1 社 1 社 1 社

1,844,627
1 社 2 社

4,200,000
1 社

750,000
1 社

111,416
2 社 1 社 1 社 2 社 2 社 3 社 2 社 3 社 2 社 2 社

23,118,843
13 社 15 社 13 社 14 社 17 社 16 社 15 社 16 社 14 社 14 社

41,545,286
1 社 1 社 1 社

11,479,787
2 社 1 社 2 社 2 社 1 社 1 社 1 社

9,129,139

0

0
1 社 1 社

90,000
1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 1 社

1,620,000

0
1 社

830,000

0
3 社 4 社 2 社 3 社 3 社 2 社

18,956,432
1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 2 社

2,496,284
1 社

33,814

0

0
1 社

1,709,605
33 社 30 社 27 社 37 社 43 社 45 社 38 社 37 社 40 社 45 社

242,716,878
弁済業務保証金
分担金相殺金額 17,821,003

42,631,578

111,416

12,411,500

31,272,172

1,810,000

5,000,000 5,000,000

380,000

72,817,4582,072,000 1,703,000 2,436,000 1,645,000

73,638,642

4,143,943 10,066,723

※多年度にわたる求償債務者のうち同一のものは、１社として計算。弁済業務保証金分担金については１１年度分より含む。

２７年度

4,040,000

福島県
16,000 16,000

240,000

60,000

15,985,616

36,127

滋賀県
111,416

2,080,000

1,641,416

120,000

80,000

240,000

160,000

18,320,553 383,708,725 209,419,713

総合計 40,516,036

21,876,505 22,837,918 35,949,686 19,158,271 14,911,074 28,473,086

58,765,518 41,869,918 832,904,222 452,136,591

13,491,998 16,579,619

51,004,410 36,384,844

174,289,012

380,767,631 31,487,098 33,704,220 42,134,327

鹿児島県
1,709,605 1,709,605

合　　計
27,024,038 30,292,432 23,549,365 449,195,49719,296,409 37,688,956 31,846,139 21,473,770206,478,619 14,907,479 11,827,715 24,810,575

熊本県
7,425,954

宮崎県

106,000

1,170,000

60,000 60,000 2,496,284

大分県
33,814 139,814

7,425,954

1,170,000

28,522,052

長崎県
366,284 1,700,000 30,000 60,000 60,000

6,918,600 4,086,416 2,160,000 2,220,000 2,290,000 1,281,416
福岡県

9,565,620

愛媛県
830,000 830,000

高知県

3,000,000

30,000

60,000 720,000 4,920,000

徳島県
3,000,000

3,300,000

30,000

島根県
10,000 90,000

広島県
120,000 180,000 180,000 120,000

鳥取県
8,567,239

和歌山県

120,000 3,729,139 610,000 130,000 120,000 10,939,139
奈良県

4,300,000

8,567,239

兵庫県
5,600,000 17,434 5,862,353 11,479,787

大阪府
5,180,460 8,626,863 4,029,881

750,000

京都府
505,778 420,000 390,000

三重県
750,000

35,530,3431,005,000 660,000 10,561,416 534,370 6,582,279

愛知県

1,371,947

2,500,000 1,700,000 9,598,000

458,627 1,206,000

5,398,000

岐阜県
2,100,000 2,100,000

静岡県
100,000 80,000 3,216,574

富山県
233,028

長野県

233,028

6,500,0006,500,000

48,000 3,004,000 36,475,343

新潟県
52,200 208,800 208,800 72,200

116,000 92,000 2,404,034 1,018,000 522,536

15,000 3,000 10,000 606,127

神奈川県

48,274,592 1,559,416 670,000 605,000

20,945,197

60,000 1,447,407

8,243,984 81,592

120,000 6,235,394

東京都

4,407,987

3,264,600 4,325,277 20,359,347 16,976,551 128,249,543530,000 15,699,144

千葉県
25,000 55,000

737,500 110,000 130,000 120,000 125,000

60,000

群馬県
10,000,000 10,000,000

埼玉県
130,000 506,806 250,000 16,629,599773,58413,506,709

山形県
360,000 360,000

宮城県
3,827,000 3,100,000

秋田県
1,000,000 1,000,000

6,927,000

800,000 879,124 40,000 240,000 24,654,798

岩手県
865,000

北海道
17,355,674 500,000 800,000

865,000

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　　　計１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度Ｓ60～Ｈ１7年度



 

- 14 - 

 

ⅱ．宅地建物取引業に関する研修事業  

 

○教育研修（法定研修）業務 

 

宅地建物取引業法第６４条の３第１項第２号に基づく「研修業務」を、次のとおり実施した。 

（１）代表者、宅地建物取引士その他宅地建物取引業の業務に従事し、または従事しようとする者に

対する必要な知識及び能力の向上を図り、もって、消費者の利益を保護するとともに宅地建物取

引業の適正な運営と取引の公正を確保し、不動産取引事故の未然防止に貢献するため、研修会実

施要綱に基づき、各地方本部を通じて法定研修会として一般研修会（地方本部周年事業等含む）

及び特別研修会を実施した。 

実施した法定研修会の回数は３１０回、うち一般研修会は２８１回、特別研修会は２９回であ

った。 

なお、平成２７年度の法定研修会実施状況は、表－１０号【１６頁】のとおりである。 

 

（２）広く受講者を募集するため、当協会ホームページにおいて、開催日時や研修内容等を掲載した。 

 

（３）地方本部単位で実施している法定研修会において、その受講者に交付する平成２７年度法定研

修会研修済証を作製し、受講した会員に交付した。 

 

（４）（公社）全日本不動産協会と合同で最新の法令改正を掲載した「補足資料」を作成し、増刷し

た「平成２５年度改訂版不動産業実務テキスト」に別冊添付して、地方本部を通じ新規入会者に

配付した。 

 

（５）次の地方本部については、総本部より法定研修会講師を派遣して法定研修会を実施し

た。  

  （派 遣） 

青森県本部 岩手県本部 山形県本部 茨城県本部 栃木県本部 山梨県本部 

富山県本部 石川県本部 福井県本部 岐阜県本部 鳥取県本部 島根県本部 

山口県本部 徳島県本部 香川県本部 高知県本部 佐賀県本部 大分県本部 

宮崎県本部 鹿児島県本部     

 

（６）研修用ＤＶＤの活用を図り、次の地方本部において会員への効率的な視聴覚教育を実施した。 

 

青森県本部 宮城県本部 秋田県本部 群馬県本部 山梨県本部      三重県本部 

大阪府本部   山口県本部 佐賀県本部 鹿児島県本部   

 

また、視聴覚教育の充実を図るため、当協会ホームページにて研修用ＤＶＤ貸出の告知を行い、

会員にも無料で貸出を行った。 

利用した会員は、次の地方本部所属の各会員である。 

 

北海道本部 青森県本部 秋田県本部 福島県本部 埼玉県本部 千葉県本部 

東京都本部 神奈川県本部 長野県本部 岐阜県本部 静岡県本部 愛知県本部 

大阪府本部 奈良県本部 福岡県本部 熊本県本部   
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なお、特に貸出回数の多かったＤＶＤの貸出状況は、次のとおりである。 

 

平成２７年度 ＤＶＤ貸出状況表 

 
№ タイトル（収録内容） 貸出回数 

１２２ 重説トラブル解決策 道路編 １９回 

１２６ 売買仲介実務のポイント 検証！瑕疵担保責任 ２２回 

１２８ 事例に学ぶ 仲介不動産会社の説明義務 ２１回 

 

 № タイトル（収録内容） 貸出回数 

セレクション

５ 

土地・戸建・マンションの現地調査のポイントを検証！ 

物件調査・説明のポイントセット 
３２回 

セレクション

６ 

様々なトラブル事例から解決・防止策を探る！ 

売買仲介業務 トラブル解決・未然防止セット 
３１回 

セレクション

７ 

物件別に仲介実務のポイントを解説！ 

賃貸物件仲介の実務（居住用・事業用）セット 
２６回 
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表－１０号 

平成 27年度 法定研修会実施状況表 

 

本部名

一般　7/9 道南地区一般　7/30　 特別　9/2 道央地区一般　9/10　 上川・宗也地区一般　9/11　 後志地区一般　10/7　 道南地区一般　10/22　 一般　10/23

釧路・帯広地区一般　11/19 北見地区一般　12/3　 一般　12/8 道央地区一般　12/9 一般　1/21 一般　2/9 道南地区一般　2/18　

八戸地区一般　7/17 弘前地区一般　7/24 青森地区一般　7/28 一般　9/11 八戸地区一般　11/17 弘前地区一般　11/18 青森地区一般　11/20 青森地区一般　2/9

弘前地区一般　2/12 八戸地区一般　2/16

岩手県 一般　8/19 一般　11/4 一般　12/8 一般　2/3

宮城県 一般　7/7 一般　9/15 一般　11/10 一般　2/16

秋田県 一般　7/23 一般　9/25 一般　12/11 一般　3/4

山形県 一般　4/21 一般　7/29 特別　9/9 一般　11/26 一般　2/23

福島県 一般　6/17 一般　9/14 一般　12/16 一般　2/16

茨城県 一般　9/14 一般　2/4

栃木県 一般　6/17 一般　9/14 一般　11/5 一般　12/16 一般　2/3

群馬県 一般　6/23 一般　9/4 特別　9/4 一般　12/8 一般　2/4

所沢地区一般　4/13 越谷地区一般　4/16 大宮地区一般　4/17 県北地区一般　5/18 浦和地区一般　6/12 川越地区一般　6/18 一般　8/6 県北地区一般　9/2

大宮地区一般　9/3 所沢地区一般　9/8 浦和地区一般　9/10 越谷地区一般　9/14 川越地区一般　9/18 県北地区一般　11/2 越谷地区一般　11/4 浦和地区一般　11/12

川越地区一般　11/27 所沢地区一般　1/26 一般　1/28 大宮地区一般　2/29

千葉県 一般　7/17 一般　12/15

中野・杉並支部一般　4/23 多摩中央支部一般　4/24 多摩東支部一般　4/24　 多摩西支部一般　4/24 多摩北支部一般　4/27 渋谷支部一般　4/28 城東第二支部一般　6/16 中央支部一般　6/24

城東第一支部一般　7/7 第五地区協議会一般　7/7 江戸川支部一般　7/8 新宿支部一般　7/14 城北支部一般　7/14 港支部一般　7/16 千代田支部一般　7/17 特別　7/23

豊島・文京支部一般　7/24 練馬支部一般　8/21 一般　9/9 世田谷支部　9/29 渋谷支部一般　10/6 城東第二支部一般　10/20 町田支部一般　11/9 特別　11/10

城東第一支部一般　11/17 多摩東支部一般　11/17 中央支部一般　11/18 第四地区協議会一般　11/18 城南支部一般　11/27 新宿支部一般　11/30 港支部一般　12/2 一般　12/7

千代田支部一般　12/8 江戸川支部一般　12/8 城北支部一般　12/8 多摩西支部一般　12/11 中野・杉並支部一般　12/15 多摩南支部一般　12/22　 多摩西支部一般　1/18 多摩南支部一般　1/19

豊島・文京支部一般　1/20 町田支部一般　1/21 多摩東支部一般　1/26 多摩北支部一般　1/28 第一地区協議会一般　2/3 練馬支部一般　2/15 第ニ地区協議会一般　2/16 多摩中央支部一般　2/23

第三地区協議会一般　3/1 一般　3/4

神奈川県 川崎支部　一般　6/19

山梨県 一般　7/15 一般　9/29 一般　11/12 一般　2/23

新潟県 一般　7/8 一般　9/3 一般　12/14 一般　2/5

富山県 一般　5/21 一般　9/1 一般　11/17 一般　1/20

長野県 一般　8/19 一般　8/20 一般　11/18 一般　11/19 一般　2/4 一般　2/12

石川県 一般　7/30 一般　10/2 一般　11/10 一般　1/26

福井県 一般　7/7 一般　8/27 一般　11/4 一般　2/16

岐阜県 一般　7/9 一般　9/18 一般　11/12 一般　2/17

一般　6/29 一般　7/29 一般　7/30 特別　8/21 特別　9/17 一般　1/13 一般　1/25 一般　2/3

特別　2/9

愛知県 一般　7/15 一般　11/18 一般　1/20

三重県 一般　5/14 一般　8/4 一般　11/10 一般　3/2 一般　3/25

滋賀県 一般　6/19 一般　9/18 一般　11/20 一般　2/19

一般　6/8 新入会　7/24 一般　9/10 特別　9/24 特別　11/11 特別　11/20 一般　12/3 特別　1/18

一般　2/8 特別　3/22

新入会　4/27 新入会　5/28 新入会　6/29 新入会　7/23 新入会　8/24 新入会　9/28

新入会　10/26 新入会　11/26 一般　12/11 新入会　12/17 一般　12/18 新入会　1/25

新入会　2/25 新入会　3/28

神戸地区一般　7/2 姫路地区一般　7/24 阪神地区一般　8/6 神戸地区一般　9/3 姫路地区一般　9/11 阪神地区一般　9/18 一般　1/15 姫路地区一般　1/28

神戸地区一般　2/2 阪神地区一般　2/12

奈良県 一般　7/17 一般　9/25 一般　11/26 一般　1/30

和歌山県 一般　5/21 一般　7/8 一般　10/14 一般　11/27

鳥取県 一般　7/7 一般　12/22 一般　2/8 一般　3/25

島根県 一般　7/15 一般　9/18 一般　12/1 一般　2/15

岡山県 一般　7/9 一般　10/2 一般　12/8 一般　2/12

広島県 西部地区一般　7/13 東部地区一般　7/14 西部地区一般　10/1 東部地区一般　10/15 一般　1/29 西部地区一般　3/10 東部地区一般　3/15

山口県 一般　7/21 一般　9/15 一般　11/26 一般　1/14

徳島県 一般　7/29 一般　11/30 特別　12/17 一般　2/5 一般　3/11

香川県 一般　9/4 一般　11/20 一般　1/28 一般　3/17

愛媛県 一般　7/14 一般　12/8 一般　12/9 一般　2/23

高知県 一般　6/19 一般　9/15 一般　12/8 一般　3/23

福岡県 一般　5/20 特別　8/27 一般　9/16 北九州地区一般　9/28 筑豊地区一般　9/29 筑後地区一般　10/5 福岡地区一般　10/6 一般　1/27

佐賀県 一般　5/20 一般　8/20 一般　11/30 一般　2/9

長崎県 一般　5/12 特別　8/18 一般　9/16 一般　10/8 一般　11/24 一般　2/24

熊本県 一般　5/1 一般　9/17 一般　11/12 一般　1/19

大分県 一般　5/14 一般　8/4 一般　11/17 一般　1/27 一般　2/8

宮崎県 一般　5/19 一般　8/27 一般　11/10 一般　1/22

鹿児島県 一般　5/21 一般　9/10 一般　12/9 一般　1/26

沖縄県 一般　6/12 一般　8/11 一般　11/19 一般　12/17

281

静岡県

開　　　　　催　　　　　日

相模原支部・県央支部　一般　6/12 湘南支部・西湘支部　一般　6/16 横浜支部・横須賀支部　一般　6/22

青森県

東京都

北海道

埼玉県

大阪府

県下統一　1/26～2/4

兵庫県

県下統一　8/24～9/3

一般　6/1～6/22

一般　9/4～9/24

京都府
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ⅲ．その他宅地建物取引業に係る取引に関する紛争の予防又は解決に資する事業 

 

○一般保証業務 

 

宅地建物取引業法第６４条の３第２項に基づく「一般保証業務」を、次のとおり実施した。 

（１）平成２７年度における保証証書の発行状況は、次の表のとおりである。 

 

平成２７年度 一般保証 保証証書 発行状況 

 
 

（２）平成２７年度における保証金の請求又は支払いはなかった。 

（３）協会ホームページ及び月刊不動産を通じ当制度の周知及び啓発に努めるとともに、パンフレッ

トを配布し当制度を案内した。 

（４）地方本部で実施する法定研修会等の研修会において、一般保証制度についての説明を行い、当

制度の利用促進に努めた。（１３地方本部・１３会場） 

 

 

○手付金等保管事業 

 

宅地建物取引業法第６４条の３第２項に基づく「手付金等保管事業」を次のとおり実施した。 

（１）平成２７年度における寄託金証書の発行は次のとおりであり、利用件数は３件であった。 

 

平成２７年度 寄託金証書発行状況表                                                                            

地方本部 発 行 年 月 日 件数 寄託金金額（単位：円） 

東京都 平成２７年６月２９日 １ 27,000,000 

岡山県 平成２７年７月２３日 １ 60,000,000 

東京都 平成２７年８月１０日 １ 15,000,000 

合  計 ３ 102,000,000 

 

（２）手付金等保管制度 PR 用ステッカー、パンフレット及び本会ホームページにて、当制度の周知

並びに啓蒙に努めた。 

 

  

地方本部
利用

会員数

保証証書

発行件数
保全対象

会員の

取引態様
被保証者 保証受託額

宮城県 1 1 手付金 売主 買主 ¥950,000

静岡県 1 1 手付金 売主 買主 ¥1,000,000

京都府 1 1 手付金 売主 買主 ¥1,000,000

大阪府 2 32 手付金 売主 買主 ¥20,090,000

岡山県 1 5 手付金 売主 買主 ¥2,500,000

合　計 6 40 ¥25,540,000
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○手付金保証業務 

 

宅地建物取引業法第６４条の３第３項の規定に基づく「手付金保証業務」を次のとおり実施した。 

 （１）平成２７年度における手付金保証付証明書の発行は次のとおりであり、利用件数は１件であっ

た。 

 

平成２７年度 手付金保証付証明書発行状況表 

発行月 地方本部 物件種類 件数 手付金額（単位：円） 

３月 青森県 中古住宅 １ 
300,000  

（売買価格 12,000,000） 

 

（２）手付金保証制度 PR 用ステッカー、パンフレット及び本会ホームページにて、当制度の周知並

び啓蒙に努めた。 

 

 

Ⅱ．収益事業等の実施 

 

○不動産賃貸事業 

 

公益目的事業を安定的に実施するため、本会会館（総本部・東京都本部・埼玉県本部）の一部を賃

貸した。 

 


